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魚種 RFMの取得 MSCの取得 
サケ ○ ○ 

オヒョウ ○ ○ 
銀ダラ(sablefish) ○ ○ 
スケソウダラ ○ ○ 
タラバガニ ○  （Seafood WatchのBest） 

ズワイガニ ○   （Seafood WatchのBest） 

マダラ ○ ○ 
Alaska Plaice(BSAL) ○ ○ 
Arrowtooth flounder ○ ○ 
Flathead Sole ○ ○ 
Kamchatcka flounder ○ ○ 
Northern rock sole ○ ○ 
Rex sole ○ ○ 
Southern rock sole ○ ○ 
Yellowfin solePlaice(BSAL) ○ ○ 
Greenland turbot(BSAL) ○ （Seafood WatchのGood） 

アラスカのRFM認証漁業（2016年時点） 

3 



魚種 IRFMの取得 MSCの取得 

マダラ ○ ○ 

コダラ(haddock) ○ ○ 

シロイトダラ ○ ○ 

ニシン × ○ 

アカウオ ○ ○ 

リング × ○ 

ダンゴウオ × ○ 

アイスランドのIRFM認証漁業（2016年時点） 
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認証制度の運営経費の比較 

(Potts, et. al., 2016) 

(ASMI, 2017) 

 運営経費も認証審査費用
も安ければいいというも
のではない。 
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ラベル利用料 認証審査費用 その他 
MSC 0.3～0.5％ 15千～12万ドル 会費160～1600ポンド 

RFM (アラスカ) 無料 ？（ASMI運営費から
拠出） 

0.5％の水揚げ課金と政府
予算でASMIを運営 

IRF (アイスランド) 1申請毎に€600 ？（IRF財団の運営費
から拠出） 

財団運営費として輸出額
の0.05％ 

MEL 無料 50万円～300万円 ロゴマーク使用管理手数
料年間3万～10万円 

ASC 0.3～0.5％ ？ 会費160～1600ポンド 

BAP なし ？ 年間生産量に基づく会費 

GLOBALGAP養殖 GGN初回登録費€1000 
トン当たり€10 

？ 年間登録費€10～2000、
認証ライセンス費€1～
130 

FoS 生産者年間€100～6万 
リテイルは年間€1000～

10000 
 

（製品数、収益などにより変動） 

養殖平均€3000 
天然平均€5000 

AEL 無料 ？ ロゴマーク使用管理手数
料として生産者のみ年間
10000円 

認証審査費用とラベル利用料 
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なぜ民間の認証制度？ 

 公規制の機能不全（政府、地域漁業管理機関） 

– 世界的な水産資源の減少・枯渇 

– 世界的な養殖生産の急増 

  ⇒ 生態系・環境の破壊、抗生剤問題、餌の持続性問題 

 

 民間の認証制度の役割 

– 「啓発されたマーケットの力」により政府、地域漁業管理機関および漁業

者・養殖業者に持続的な管理を促すツール 

– 機能不全の公的な規制ないし管理枠組みを追認することではない 
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欧米マーケットと国際認証水産物 
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MSC認証魚種別認証率 

（California Environmental Associate, 2017） 

9 



日本のMSC・ASC認証 

 MSC 
• 京都のズワイガニ（2008年／2013年に再認証に失敗し失効） 
• 京都のアカガレイ底引き（2008年／2017年12月から認証停止中） 
• 土佐鰹水産のカツオ一本釣り（2009年、2012年倒産で失効） 
• 北海道のホタテ養殖（2013年） 
• 明豊漁業のカツオ・ビンナガ一本釣り（2016年） 
• 石原産業のカツオ・ビンナガ一本釣り（審査中） 
• 臼福本店の大西洋クロマグロ延縄漁（審査中） 

ASC 
• 南三陸戸倉のカキ養殖（2016年） 
• 黒瀬水産のブリ養殖（2017年） 
• マルハニチロ（アクアファーム）のブリ養殖（2018年） 
• グローバルオーシャンワークスと福山水産のブリ養殖（2018年） 
• 石巻のカキ養殖（2018年） 
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(Potts, et. al., 2016) 

養殖認証の普及 
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（California Environmental Associate, 2017） 12 



（California Environmental Associate, 2017） 13 



（California Environmental Associate, 2017） 14 



認証制度の必須事項と力学 

☆大前提：非持続的なものに認証が付与されてはならない☆ 

認証要件・基準・審査を緩めるインセンティブの存在 

But.... 

 ラベルの「認知度」を巡る競争  
  
 認証スキームの基準の「厳格性」と企業の参加のトレードオフ 

 
 ラベル使用料またはmembership feeが運営団体の「収入源」 

 
 認証審査機関は、審査が厳しいと「顧客獲得」が難しくなる 

 

FAO水産認証ガイドライン・GSSI認定制度 
ISO/IEC17065・ISO/IEC17011 
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ISO・IEC17065 

（出典：MSC） 
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ISO/IEC17065要求事項 
-FAOガイドラインにも取り込み- 

 公平性のマネイジメント(4.2)： 

  - 商業的、財務的、その他の圧力の排除 

  -公平性に対するリスクの継続的特定とその排除・最小化の実証 

 評価（7.4） 

  - 審査結果はレビューの前に文書化、審査担当者以外の者がレビュー 

 サーべーランス（7.9） 

  -  認証対象に対する定期的な監査 

 異議申立（4.6＆7.13） 

 - 文書化されたプロセスとその公開 

 - 認証活動に関与しなかった者がレビュー 

 - 異議申立の結果の申立者への通知 
17 



MSC アラスカのRFM MEL 
→MEL新基準 

オーナー MSC ASMI 大日本水産会 
→MEL協議会 

認証機関 多数 
（ISO/IEC17065） 

Global Trust 
DNV Global 

（ISO/IEC17065） 

日本水産資源保護協会 
→追加？ 

認定機関 ASI 
（ISO/IEC17011） 

INAB 
ANSI 

（ISO/IEC17011） 

大日本水産会 
→日本適合性認定協会
（ISO/IEC17011） 

 

各スキームの認証・認定機関 
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FAOガイドラインのポイント 
－漁業の管理－ 

MSY（最大持続生産量） 
  漁獲量と自然増との均衡がとれ 
  総量の減少なしに毎年漁獲可能 
  な最大の生産量 

 管理システム 

 - 全漁獲死亡係数（F）に基づく適切な保全管理措置の決定 

 - 資源管理目標値（TRP）：「MSY」 

 - 限界管理目標値（LRP）：「加入乱獲」を防止する値 

 - 管理当局が「適切な資源管理措置」を採択し、効果的に実施 

 - 「予防原則」：科学的情報の欠如を措置を遅らせる理由としてはならない。 

 認証対象の漁業 

 - 資源量が「乱獲状態」（LRP以下）にないこと。 

 - FがLRPを満たす水準を超えている場合は、LRP 

   以下となるように行動 
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出典：FAO FishStat所収データに基づき作成。 
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図1 主要国の養殖生産量  
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図2 国際水産物価格トレンド 

出典：FAO 2017 

Totalは合計、Aquacultureは養殖魚、Captureは天然魚に置き換えてください 



ASC 
（ブリ・スギ類基準） 

BAP 
（ヒレ魚・甲殻類基準 

、サケ類基準） 

GLOBALGAP養殖 
（統合農場認証・養殖モジュール） 

環
境 

対照地と比較して、底質（全有機炭素、硫化
物、酸化還元電位、有害マクロベントス）に
大きな差がない 

第三者による堆積物の定期的監視 継続的に更新された環境影響評価及
び環境リスク評価の実施 

対照地と比較して、水中の濁度、アンモニア
レベルに有意な差 がない 

堆積物のモニタリングが要求され
ない国では、サンプリング調査を
実施し、対照地と比較して海底に
有機物の積み上がりがないこと 

ベントス動物相及び周辺流域の沈殿
物への影響を監視するサンプリング
プログラム DOの週平均飽和度が70％以上で、この数値未

満のサンプル数は5％未満 

薬
品 

予防目的での抗生剤の投与禁止 予防・成長促進目的での抗生剤の
投与禁止 

予防・成長促進目的での抗生剤の投
与禁止 

WHO指定抗生剤（人の医薬品として非常に重
要）の使用禁止 

WHO指定抗生剤の使用を制限す
る規定なし 

WHO指定抗生剤は、第一選択肢と

使用されてはならず、その使用には
獣医師作成の使用を正当化する文書
が必要 

輸入国での禁止薬品の投与規制はなし 
（サケ類基準では輸入国での禁止薬品の投与禁
止、淡水トラウト基準ではEUの禁止薬品の投与禁
止） 

輸入国での禁止薬品の投与禁止 輸入国の薬品の最大残留基準の遵守 

種
苗 

天然種苗は、FishSource等の公的アセスメン
トまたはISEAL参加の認証制度（現在MSCの

み該当）の認証取得を目指す漁業改善プロセ
ス（FIP）の対象漁業のもの 
（サケ類、淡水トラウト類等では天然種苗は
利用禁止） 

天然種苗の禁止 
（軟体動物基準では許容） 

GLOBALGAP認証孵化施設からの種
苗購入 
天然種苗はプランクトン態のときに
受動的に集められた種苗（貝類の自
然定着など）であること 

表３ 国際養殖認証基準の比較（環境、薬品、種苗） 
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ASC 
（ブリ・スギ類基準） 

BAP 
（BAPフィッシュミル基準、ヒ

レ魚・甲殻類基準、サケ類基
準） 

GLOBALGAP養殖 
（GLOBALGAP配合飼料製造基準、統合

農場認証・養殖モジュール） 

魚
粉
・
魚
油
の
持
続
性 

基準発行日から5年以内に魚粉・魚油の
90％以上をISEAL参加認証制度のものと
し、それまでは80％以上をFishSourceの
各スコア6点以上かつ資源状態については
8点以上（8点未満の場合は漁業改善プロ
ジェクトFIPに従事）のものとする 

BAPフィッシュミル基準を満た
すミールの利用 
・MSC、IFFO RSから50％以上
調達 
・国内で上記飼料が生産されて
いない場合は、IFFO改善プログ
ラム、SFP・WWFのFIPで代替 

以下の認証を受けた工場で生産されたもの 
i.GLOBALGAP配合飼料製造（CFM）基準 

FAO行動規範、IFFO、MSCおよび同等

のものに準拠して管理されている漁業
由来の原料の割合に関する文書の提示 

ii.CFM基準と同等性認定された基準 
iii.ISO/IEC17065・17021に基づく飼料安全
性スキーム＋CFM基準15（天然資源の責
任ある利用）準拠を説明するレター 

IUCNレッドリスト掲載種（CR、EN、
VU）の利用禁止 

IUCNレッドリスト掲載種
（CR、EN、VU）、ICES, FAO, 
USNMSF, CCAMLRから乱獲、

禁漁、禁漁勧告の指定を受けた
魚の回避措置 

IUCNレッドリスト掲載種（CR、VU）の利
用禁止 

魚
の
利
用
削
減 

魚粉の餌魚依存率（FFDRm）と魚油の餌
魚依存率（FFDRo） 
• カンパチ：FFDRm≦2.9, FFDRo≦2.9 
• ブリ：FFDRm≦6.0, FFDRo≦7.0 
• スギ：FFDRm≦6.0, FFDRo≦6.0 
* 6年後に2.9に統一 

FIFO比率（上限）： 
• バナメイ：1.2 
• ブラックタイガー：1.7 
• ティラピア：0.7 
• パンガシウス：0.5 
• サケ：1.5 

規定なし 
 

生
餌 

生餌・モイストペレット使用の場合は、
養殖場が位置する同一の生態系から調達 

非加熱原材料・副産物の利用禁
止 

加熱殺菌処理されていない未加工飼料また
は生きた飼料を利用する場合は、そのリス
クが評価され、管理されていること 

植
物
由
来 

大豆、パームオイルは基準は基準発行後5
年以内に80％以上をISEAL参加認証制度
のものに 

大豆由来原材料については、
50％以上をProTerra、RTRS、
SSAP認証ものとする（2022年6
月30日から適用） 

規定なし 

表４ 国際養殖認証基準の比較（飼料） 
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種目 養殖・漁業用 
飼料向け* 

資源状態** 

 マイワシ 38.2％ 太平洋系群 中位 増加 
対馬系群 中位 横ばい 

 カタクチイワシ 84.0％ 太平洋系群 低位 減少 
瀬戸内海系群 中位 横ばい 
対馬系群 低位 横ばい 

 マアジ 32.2％ 太平洋系群 中位 減少 

対馬系群 中位 増加 
 サバ類 32.2％ マ

サ
バ 

太平洋系群 中位 増加 
対馬系群 低位 増加 

ゴ
マ 

太平洋系群 高位 減少 
東シナ海系群 中位 横ばい 

 サンマ   6.9％ 北太平洋 中位 減少 
生鮮全体 22.5％ 

表５ 国内水揚げ量に占める飼料向け割合と資源状態 

出典：以下のデータに基づき筆者が作成。 
• 漁業情報サービスセンター「水産物流通統計（2016年）：目別用途別出荷量（19品目・32漁港）」 
• 水産研究・教育機構「平成29度魚種別系群別資源評価（50魚種84系群）」、 「平成28度魚種別系群別資源評価（50魚種84系

群）」、「平成28年度 国際漁業資源の現況」 

*産地32漁港における19品目別上場水揚量（2016年）の最終段階の用途別出荷量調査に基づく 
**サンマの資源はNPFC科学委員会、他は水産研究・教育機構による。なお。マサバ・マイワシの太平洋系群は2017年の、その他
は2018年の資源評価を表記。 

24 



日本における認証普及への課題 

 マーケット・インセンティブの欠如 
– 大手リテイル・水産会社における持続性調達原則の普及の遅れ 
– イオン100％MSC・ASC宣言、但し期限設定せず！（2017年4月） 
– マーケットリーダーが必要 
 

 国内における公的管理の著しい遅れ 
– 沿岸資源の半数は「低位」、高すぎるTAC(7種)・TAE(9種) 
– 養殖では事前・事後の環境影響評価が求められない 
 

 健全なメタ・ガバナンスの欠如 
– 水産庁：国際的に通用する我が国発の水産エコラベル認証取得推

進事業 ※ 現状のMEL・AELは国際的に全く通用しない 
– 東京オリンピックの著しく緩い水産調達基準 

 
 グループ認証によるコスト削減が活用されていない 
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グループ単位での認証の例 

北海道のホタテ漁（2013） 
• 水揚量・約40万トン、水揚高・約900億円 
• 道漁連主導で北海道の全てのホタテ漁業について認証。 
• コストは全体で負担 

 西豪州ロック・ロブスター漁（2000） 
• 漁獲許容量は5554トン(2013-14年)、輸出額は3億5800万ドル。 
• 約250隻でコストを分割 

 スペイン・カンタブリア海のアンチョビー巻網（2015）： 
•５年の禁漁措置により資源回復、7000トンの漁獲（2013） 
•２漁業組合が共同申請、シェアリングにより1組合追加（58隻）。 

スペイン・アストゥリアス州のタコ漁（2016） 
• 総漁獲は年30～60トン。 
• ４漁業組合（零細27隻）が共同で取得。 
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ロンドン・オリンピック水産物調達コード 

必須基準 

すべての水産物は持続性が証明されたものから調達し、天然はＦＡＯの
責任ある漁業のための行動規範を満たしたものとし、以下の通り実施。 
• 最善の魚を推奨： 
  ＭＳＣ認証（又は同等のもの）水産物と英国海洋保護協会（ＭＣＳ） 
  のグッドフィッシュ・ガイドの「食べてよい魚」を推奨 
• 最悪の魚を排除： 
  グッドフィッシュ・ガイドの「回避すべき魚」は排除 
• 残りの漁業を改善： 
  トレーサビリティと持続性への体系的アプローチを要求 

推奨基準 
• 脆弱な水産資源への圧力を軽減するために多様な魚貝類を利用 
• 高い動物福祉基準を適用し持続性が証明された餌のみを利用した養殖 
• 倫理的に取引・調達されたもの 

リオ・オリンピック水産物調達コード 

手続きと認証 • 養殖はＡＳＣ 
• 天然はＭＳＣ 

コミットメント 
• ＡＳＣ認証を取得した小規模養殖業から優先して調達 
• 養殖場まで追跡できるトレーサビリティーシステムの提供 
• ＭＳＣとＡＳＣを全面的にサポートし、サプライヤーやステークホル

ダーにＭＳＣ・ＡＳＣ認証水産物を推奨 27 



東京オリンピックの水産調達基準：現状でOK！ 

 規制改革が目指すものの後塵を拝する状況 

1. 認証水産物 
• ＭＥＬ・ＡＥＬ 
• ＭＳＣ・ＡＳＣ 
• その他ＦＡＯガイドラインに準拠した認証制度（GSSIを参照） 

2. 行政機関が確認した「資源管理計画」と「漁場改善計画」 
• 漁業者、養殖業者が「指針」に基づき自発的に作成する計画 
• 国産の9割をカバー！ 
• 「資源管理計画」の8割が不適切との報告（自民党行革本部） 
• 「漁場改善計画」は過去の養殖規模の「中庸」の5％下を基準（水産庁指針） 

3. ＦＩＰとＡＩＰ 
• 認証取得を目指し改善中の漁業（ＦＩＰ）・養殖業（ＡＩＰ） 

28 



水産庁によるMELとAELの取得奨励 
• 国際的に通用する我が国発の水産エコラベル認証取得推進事業 
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MELによる問題ある認証の事例 

 日本海ベニズワイガニ・かに籠漁（2008年、MEL） 
• 低位状態、生物学的漁獲許容量（ABC）の2倍の漁獲量（2006年） 
• 2010年に漁業法違反で書類送検、認証は停止されず。 

 伊豆下田きんめだい底立延縄漁業（2017年、MEL） 
• 資源は低位、SSBは数十年にわたり減少、漁獲死亡係数は2004年以降上昇継続 
• 漁獲の大部分は幼魚、幼魚の加入量は数十年にわたり減少を続ける 
 

南かやべ定置漁業（2011年、MEL） 
• 2017年7月にクロマグロ幼魚配分枠を超えて漁獲、水産庁再放流・休漁等指導 
• 2017年9月に指導を無視し356トンの幼魚漁獲（北海道全体で57.31トンの枠） 
• 水産庁は、国際規制違反回避のために全国の沿岸漁業者に漁獲停止要請 
• 依然として認証は停止されず 

日本海輪島丸まき網漁業の認証（MEL, 2015年） 
• 「審査概要」には資源状態、漁獲死亡係数（F）の記載なし 
• ブリ、ゴマサバに止まらず、低位の太平洋クロマグロやマサバまで認証。 

30 



京都のMSC認証の教訓：日本初のMSC（2008） 

 ⇒ ズワイガニは再認証審査（2013）で認証継続を断念 

 ⇒ アカガレイは、2017年末に認証停止 

• ズワイガニ：総漁獲枠（TAC）が過大に設定 

• アカガレイ：総努力量（TAE）が過大に設定 

• 京都での漁獲削減は、他県の漁業での漁獲増加で相殺 

 「FAO水産認証ガイドライン」は、全漁業による漁獲死亡係数率（F）が持

続的に管理されていることを要求！（＝京都だけの努力ではダメ） 

H27年度資源評価 

（京都府「活力ある漁業・漁村振興について」2015年） (水産総合研究センター) 
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新MELの課題 

 審査機関（日本水産資源保護協会）の独立性・審査能力の問題 
• 国と特別な関係にある公益法人に指定、理事はほぼ業界と元水産庁の方々 
• 国産水産物の販売・流通・消費促進事業を実施。 
• 審査能力のある要員が根本的に欠けている。 
• 旧基準での認証審査がデタラメのまま放置、年次監査もまともに実施できて

いない。 
※ ISO/IEC17065取得が難しい 
• 審査機関がISO/IEC17065審査入りすらしていないなか、審査を開始。 
 

 MEL新基準（2018年～） 
• 農林水産省の補助を受けて基準改定作業に取り組む 
• 審査機関に、ISO／IEC17065を要求 
• MEL天然基準はアイスランド並みに改善 
• MEL養殖基準は、抗生剤、飼料基準などでまだまだ課題が多い。 

(日本水産資源保護協会) 
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日本水産資源保護協会の理事構成 

2016年 出身 

川本省自・会長 元水産庁 
元全国巻き網協会副会長 

高橋正征・副会長 高知大学名誉教授 

下村政雄・専務理事 元水産庁 
国産水産物流通促進センター事
務局長 

大森敏弘 全漁連 

小林憲 大日本水産会 

坂本一男 水産物市場改善協会おさかな普
及センター 

田添伸 （元水産庁） 
長崎県水産部. 政策監 

永富洋一 鳥羽磯部漁業協同組合 組合長 

山崎明人 千葉県農林水産部水産課長 

市村隆紀（監事） 元全漁連漁政国際部長 
全国豊かな海づくり推進協会専
務理事 

萬上聰一郎（監事） 千葉県漁連常勤理事  

渥美雅也（監事） 東京水産振興会専務理事 

現在 出身 

高橋正征・会長 高知大学名誉教授 

成子隆英・副会長 元水産庁 
北部太平洋まき網漁業協同組合
連合会顧問（常勤） 

遠藤進・専務理事 日本水産資源保護協会 

大森敏弘 全漁連 

小林憲 大日本水産会 

坂本一男 水産物市場改善協会おさかな普
及センター 

池田忠弘 ＪＦ三重漁連常務 

髙屋雅生 長崎県水試 

立岡大助 千葉県農林水産部水産局漁業資
源課長 

髙梨義宏（監事） 千葉県漁業協同組合連合会参事 

渥美雅也（監事） 東京水産振興会専務理事 
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• 基準策定過程の透明性、統治構造の透明性、運営への苦情処理手続き 
• ガバナンス改善のための年1回の内部レビュー 
• 認定機関の活動の監視 
• 基準改定に関する6ヶ月毎の作業計画の策定と公開 
• 基準設定における苦情処理手続きと基準案への60日間のパブコメ募集など 

A 
ガバナンス 

• 認定機関のISO17011準拠と認定機関への外部監査の実施 
• 認証機関のISO17065準拠と要員の能力管理 
• 天然漁業は5年に1度の更新審査、養殖業とCoCは3年に1度の更新審査 
• 認証審査過程でのステークホルダーからのインプットを得る手続き 
• 不遵守の是正措置と期限（小さな不遵守以外は是正措置の対象外）など 

B 
運営管理 

• 法の遵守、OIE養殖動物健康コードに基づく抗生物質の取扱い 
• 魚病の早期探知と対応手続き、魚病・死亡・薬物・化学物質の利用の記録、 
• 化学物質の利用による環境への悪影響の監視と最小化 
• 環境への悪影響の定期的監視・影響評価・是正措置 
• 天然種苗利用による資源への悪影響の回避、逃避の最小化システムなど 

C 
養殖認証 

基準 
養殖業のみ適用 

• 法の遵守、効果的な法的管理枠組みと監視・監督体制の存在 
• 最善の科学に基づく管理、ＭＳＹに基づく管理目標値による管理 
• 予防的アプローチ、混獲種の加入乱獲の回避、絶滅危惧種・依存種の保護 
• 小規模・データが不足する漁業への認証の適用可能性 
• 全漁獲死亡係数に基づく資源評価と資源管理措置、乱獲状態にないことなど 

D 
漁業認証 

基準 
天然漁業のみ適用 

Ｇ
Ｓ
Ｓ
Ｉ
認
定
の
必
須
要
件 
・
抜
粋 
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GSSIの課題 

 まだ新しい制度 
• これまで信頼性の高い制度が審査対象。 
• MELのような過去深刻な問題を抱えていた制度を審査した経験がない。 
 
 身内審査と利益相反 
• 審査は身内の委員（independent expertsとGSSIは呼ぶが）により実施、外部の

第三者機関ではない。リテイルと深い関係のある審査員も。 
• メンバーを増やしたいという強い誘因。 
 
 認定の更新・停止・取り消しの手続きが整備されていない 
• 一度認定されると、違反していてもそのまま認定が継続。 

GSSIの日本の持続可能な水産物マーケットに対する貢献は未知数 
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最後に 
 管理が著しく遅れた日本には「A基準」だけでなく「B基準」も必要。  
 しかし、B基準は、決してC、D、Eのものに合格を与えてはならない。  
 認証制度の運営には膨大な労力、多くの資金が必要。  
 認証制度を通じて、漁業を養殖業をどう導いていきたいのかビジョン

と情熱が必要。  
 国内の管理の進展とともに、基準を厳格化していく必要。  
 政府の補助金に依存して運営する状況では、オーナーシップが育た

ず、発展はむずかしい。  
 業界主導の認証制度として運営するなら、業界でしっかりとファイナ

ンスすべき。  
 認証制度に係わるコストは税金のようなもの。税金と違うのは、負担

者が国民全体ではない点。  
 業界系の認証制度は森林のPEFC認証をモデルとすべき。 
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Isao Sakaguchi 

isao.sakaguchi@gakushuin.ac.jp 

Thank you for your attention! 
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